
平成１９年度６月補正予算の主な事業施策

大項目（細目等） 中項目（細々目等）

総務費 市政情報提供事業費 市民コミュニティ情報システム更改事業 市ホームページの機能改善など全面的なリニューアルを行う事業（利便性向上対策） 33,000 □ 情報政策課 豊かなまちづくり

総務費 行政評価推進事業費 行政評価推進事業 外部評価導入検討、行政サービス評価試行、行政評価データベース改修 7,500 □ 行政評価推進室 行財政改革

総務費 財政一般管理事業費 財務会計システム更新事業 備品管理システムの導入 2,500 □ 財政課 行財政改革

総務費 人事一般管理事業費 人事情報システム開発事業 人事情報システム開発事業　平成２０年度債務負担行為設定90,000千円 89,500 □ 人事課 行財政改革

総務費 庁内情報化推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域情報化企画運営費 情報システム最適化に向けたＩＴアドバイザーの活用 5,000 情報政策課 行財政改革

総務費 地域情報化推進事業費 公共施設予約管理システム導入事業 インターネットから公共施設の仮予約等が行えるシステムの導入（整備対象５３施設） 38,000 ○ 情報政策課 豊かなまちづくり

総務費 財政一般管理事業費 地方債関係事務経費 住民参加型市場公募債発行に伴うIR（情報提供活動）経費 4,500 ○ 財政課 行財政改革

総務費 庁舎管理事業費 庁舎施設等整備経費 機構改革等に伴う庁舎内のレイアウト変更 5,000 財産管理課 公共事業等

総務費 庁舎管理事業費 庁舎施設等整備経費 本庁舎（昭和４９年竣工）の耐震診断経費 13,300 ○ 財産管理課 安全安心なくらし

総務費 交通機関バリアフリー化事業費 バリアフリー車両購入補助事業 バス運送事業車（市バス）が行う超低床化車両導入に係る補助（２台） 1,475 企画調整課 子育て・教育・福祉

総務費 地域交通再生事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交通船あり方調査研究事業 宇久神浦～宇久寺島～小値賀柳航路に係る交通体系のあり方検討事業 2,855 ○ 企画調整課 豊かなまちづくり

総務費 公有地跡地等利用計画作成事業費　　　　　　　　　　　　　　　　戸尾小学校跡地本格利用計画調査検討事業 耐震診断調査 4,500 ○ 企画調整課 豊かなまちづくり

総務費 計画行政推進事業費 政策企画調整事業 中心市街地活性化に関する検討 2,000 企画調整課 豊かなまちづくり

総務費 文化振興プラン推進事業費 文化振興プラン改訂事業 本市の文化資源に関する状況調査 3,000 文化交流課 豊かなまちづくり

総務費 高砂街区再整備事業費
中央保健福祉センター（仮称）建設費ほか
（合併特例債事業）

鉄骨鉄筋コンクリート造８階建（地下１階）
（H19～21年度継続年期設定4,100,000千円）
高砂駐車場解体、本庁舎前庭駐車場整備など

1,668,056
高砂街区再整備室
財産管理課
総務企画課

公共事業等

総務費 高砂街区再整備事業費 市役所周辺街路等整備事業（合併特例債事業） 歩道改修（浜田高砂町１号線、高砂橋通線）など 69,435 高砂街区再整備室 公共事業等

総務費 自主財源確保事業費 固定資産税等賦課事業 平成２１年度評価替準備経費　標準宅地鑑定委託（８４４地点） 53,172 市民税課 行財政改革

総務費 自主財源確保事業費 土地評価システム等更新事業 土地評価システム用航空写真撮影、土地建物図面データベース化 16,000 市民税課 行財政改革

民生費 児童クラブ事業費 放課後児童クラブ建設事業 相浦西小学校内児童クラブ、赤崎小学校内児童クラブ 61,500 子育て家庭課 公共事業等

衛生費 二次救急医療供給事業費 救急医療設備整備事業 病院群輪番制病院設備整備補助（セントラル生体情報モニタシステム） 19,688 総務企画課 公共事業等

衛生費 大気汚染防止対策事業費 大気汚染防止機器整備事業 吉井局大気測定機器等購入など 14,163 環境保全課 安全安心なくらし

衛生費 生活排水対策事業費 浄化槽整備調査事業 現状把握、整備必要基数推計、整備実施上の課題抽出 5,000 ○ 環境保全課 豊かなまちづくり

衛生費 環境行政一般管理事業費 環境行政一般管理事業 江上大島焼却炉解体、完全分煙室設置（環境センター） 2,750 環境部総務課 公共事業等

衛生費 クリーンピュアとどろき運営事業費 旧轟クリーンセンター焼却設備解体事業 旧轟クリーンセンター焼却施設煙突解体 13,000 環境部施設課 公共事業等

衛生費 焼却灰溶融施設建設事業費 焼却灰溶融施設建設事業（合併特例債事業） H17～20年度継続年期設定　3,980,000千円 486,075 環境部施設課 公共事業等

衛生費 水道事業会計繰出金 上水道事業繰出金 石木ダム利水計画見直しに伴う規模修正費負担金 18,700 総務企画課 豊かなまちづくり

労働費 労働雇用対策事業費 地域雇用創造推進事業 佐世保市地域雇用創造協議会事業運営負担金など 200 ○ 商工労働課 経済の活性化
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農林水産業費 農業行政一般管理事業費 農用地利用計画明確化事業 農業振興地域整備計画の変更 2,700 農林振興課 経済の活性化

農林水産業費 果樹振興対策事業費 果樹振興対策 西海みかん振興に対する補助など 2,934 農林振興課 経済の活性化

農林水産業費 農業機械・施設整備事業費 農政ビジョン推進特別対策事業（施設導入事業） 園内作業道整備事業に対する補助 6,666 農林振興課 公共事業等

農林水産業費 茶振興対策事業費 茶振興対策事業 世知原茶振興・PRのための各種事業補助金など 4,636 農林振興課 経済の活性化

農林水産業費 干害恒久対策事業費 干害恒久対策 ため池及び用水路等の改修に対する補助 19,000 農業土木課 公共事業等

農林水産業費 営農用道路整備事業費 農道新設改良 農道の拡幅改良及び新設に対する補助 11,000 農業土木課 公共事業等

農林水産業費 営農用道路整備事業費 農道舗装 農道のコンクリート舗装等に対する補助 19,000 農業土木課 公共事業等

農林水産業費 老朽ため池対策事業費 ため池堤体及び農村環境保全調査事業 合併地域のため池現況調査 15,000 農業土木課 経済の活性化

農林水産業費 老朽ため池対策事業費 特定防衛施設周辺整備調整交付金事業 才牟田ため池改修 40,400 農業土木課 公共事業等

農林水産業費 中山間地域総合整備事業費 県営事業負担金 農免農道整備事業３地区、畑地帯総合整備事業１地区 37,758 農業土木課 公共事業等

農林水産業費 市有林経営事業費 分収林権利設定事業 小佐々地域の分収契約地における地上権設定業務 900 ○ 農林振興課 経済の活性化

農林水産業費 民有林育成事業費 森林整備地域活動支援事業 森林整備に係る協定締結者に対する交付金の交付 3,902 農林振興課 経済の活性化

農林水産業費 松くい虫対策事業費 松くい虫対策 予防薬剤の樹幹注入、予防対象松の調査、被害木の伐採など 10,863 農林振興課 経済の活性化

農林水産業費 森林空間総合整備事業費 森林空間総合整備事業 「１００年の森構想」に基づく体験の森など整備事業 59,300 農林振興課 公共事業等

農林水産業費 林道改良事業費 林道舗装事業 高島線Ｌ＝３４８ｍ、大久保線Ｌ＝４０ｍ 8,500 農林振興課 公共事業等

農林水産業費 プレジャーボート対策事業費（漁港） プレジャーボート対策事業（施設整備） 係船環設置 1,000 水産課 公共事業等

農林水産業費 漁業担い手育成事業費 担い手育成支援事業 漁船リース事業等に対する補助 5,943 水産課 経済の活性化

農林水産業費 漁業技術振興事業費 漁業技術振興事業 漁業技術開発、研修に要する補助 1,576 水産課 経済の活性化

農林水産業費 漁場整備開発事業費 特定防衛施設周辺整備調整交付金事業 稚ナマコ育成築いそ設置事業 10,000 水産課 公共事業等

農林水産業費 漁場整備開発事業費 漁場環境保全創造事業（補助） アワビ着定基質（自然石）設置事業（相浦地先） 18,000 水産課 公共事業等

農林水産業費 漁場整備開発事業費 高島町漁場開発道新設事業 砂利舗装・土工　Ｌ＝８０ｍ（換算） 12,600 水産課 公共事業等

農林水産業費 栽培漁業推進と養殖業育成事業費 藻場造成事業 藻場現況調査・台帳作成及び漁協が行う藻場造成事業に対する補助 3,118 水産課 公共事業等

農林水産業費 栽培漁業推進と養殖業育成事業費 新世紀水産業育成事業 製氷自動販売管理システム等に対する補助 11,460 水産課 公共事業等

農林水産業費 漁港関連施設整備事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　強い水産業づくり交付金事業 貯氷施設整備に対する補助 361,722 ○ 水産課 公共事業等

農林水産業費 漁港基盤整備事業費 黒島漁港地域水産物供給基盤整備事業 防波堤、岸壁、物揚場、用地 57,000 水産課 公共事業等

農林水産業費 漁港基盤整備事業費 高島漁港地域水産物供給基盤整備事業 防波堤、護岸 25,000 水産課 公共事業等

農林水産業費 漁港基盤整備事業費 高島漁港高度利用促進対策事業 浮桟橋改良 15,000 水産課 公共事業等

農林水産業費 漁港基盤整備事業費 柿ノ浦漁港地域水産物供給基盤整備事業 基本計画作成 1,000 水産課 公共事業等

※網掛けは、マニフェストに関連し新たに取り組む事業を表す。
※「新規」欄の○は新規、□は一部新規事業を表し、事業の中で新たなサービス提供や対象拡大など内容の充実を伴うものをいう。 2
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農林水産業費 漁港基盤整備事業費 宇久島地区地域水産物供給基盤整備事業 防波堤、護岸 50,000 水産課 公共事業等

農林水産業費 漁港基盤整備事業費 神崎地区地域水産物供給基盤整備事業 護岸、泊地、岸壁、用地 72,000 水産課 公共事業等

農林水産業費 漁港基盤整備事業費 神ノ浦地区漁業集落環境整備事業 道路拡幅、側溝整備 20,000 水産課 公共事業等

農林水産業費 漁港基盤整備事業費 県営事業負担金 平漁港、楠泊漁港 28,500 水産課 公共事業等

商工費 伝統産業振興事業費 三川内焼振興事業 首都圏出展事業、三川内焼パンフレット製作 5,000 商工労働課 経済の活性化

商工費 観光客誘致促進事業費 訪日外国人誘致事業 中国（杭州、蘇州）に対する観光客誘致トップセールス 2,300 観光課 経済の活性化

商工費 九十九島海のダイヤモンド計画推進事業費 水族館整備事業（合併特例債事業） H19～20年度継続年期設定2,055,000千円 399,000 観光課 公共事業等

商工費 九十九島海のダイヤモンド計画推進事業費 鹿子前園地駐車場拡張事業（水族館整備関連） 駐車場整備に係る測量・設計及び交通量調査 5,000 観光課 公共事業等

商工費 動植物園管理運営事業費 エンリッチメント対策事業 動物展示舎改良工事 2,000 ○ 動植物園 公共事業等

商工費 動植物園管理運営事業費 老朽樹木等の安全対策事業 樹木伐採経費など 1,200 動植物園 経済の活性化

商工費 動植物園集客対策事業費 動植物園入園者誘致促進事業 夜の動物園、秋の動物祭等開催経費 1,800 動植物園 経済の活性化

土木費 アスベスト対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アスベスト改修支援事業 補助率2/3　アスベスト含有可能性建築物の成分調査に対する補助金 1,239 ○ 住宅課 安全安心なくらし

土木費 アスベスト対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アスベスト対策事業 職員の技術習得、相談窓口の開設、立入検査の実施など 590 ○ 住宅課 安全安心なくらし

土木費 幹線道路整備事業費 地方道路整備臨時交付金事業 新烏帽子岳線ほか６線 200,000 土木部管理課 公共事業等

土木費 幹線道路整備事業費 地方特定道路整備事業 東山手上部線、新烏帽子岳線 40,000 土木部管理課 公共事業等

土木費 幹線道路整備事業費 県営事業負担金 柚木三川内線ほか１８線 112,500 土木部管理課 公共事業等

土木費 防衛関連道路整備事業費 防衛施設周辺障害防止事業 指方安久の浦線 48,345 土木部管理課 公共事業等

土木費 防衛関連道路整備事業費 防衛施設周辺道路整備事業 赤崎中部線、稗の坂線 29,845 土木部管理課 公共事業等

土木費 防衛関連道路整備事業費 特定防衛施設周辺整備調整交付金事業 東浜沖新町線、宮の浦線 44,000 土木部管理課 公共事業等

土木費 生活関連道路拡幅事業費 生活関連道路拡幅事業 田原柚木町線ほか３４線 270,724 土木部管理課 公共事業等

土木費 生活関連道路整備事業費 生活関連道路整備事業 真申線ほか５２線 138,600 土木部管理課 公共事業等

土木費 過疎対策事業費 過疎対策事業 踊瀬御橋線ほか１３線 380,000 土木部管理課 公共事業等

土木費 合併特例事業費 合併特例事業 田原・御橋線 40,000 土木部管理課 公共事業等

土木費 道路用地取得事業費 道路用地取得事業 土地開発公社からの用地買戻し（日野中学校通線ほか６路線）及び用地買収委託 30,871 土木部管理課 公共事業等

土木費 通学路等整備事業費 通学路整備 舗装、防護柵、伐採など 5,160 土木部管理課 公共事業等

土木費 里道舗装等補助事業費 道路事業補助金（里道補助） ７０％補助　舗装、防護柵、手摺等の設置など（５１か所） 34,200 土木部管理課 公共事業等

土木費 橋りよう整備事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県事業負担 椎木橋、宮田橋 48,000 土木部管理課 公共事業等

土木費 橋りよう整備事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単独橋りよう整備事業 一次（目視）点検（４８橋）及び橋りょう補修計画の検討 8,000 土木部管理課 公共事業等

※網掛けは、マニフェストに関連し新たに取り組む事業を表す。
※「新規」欄の○は新規、□は一部新規事業を表し、事業の中で新たなサービス提供や対象拡大など内容の充実を伴うものをいう。 3
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土木費 河川行政一般管理事業費 排水ポンプ施設維持管理経費 小佐々地域の排水ポンプ見直しに係る内水解析業務（３か所） 18,000 土木部管理課 安全安心なくらし

土木費 洪水避難誘導対策等事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　洪水ハザードマップ作成事業 洪水情報の伝達方法、避難場所等を記載した相浦川における洪水ハザードマップを作成 11,400 ○ 土木部管理課 安全安心なくらし

土木費 河川整備事業費 特定防衛施設周辺整備調整交付金事業 田の頭川支流、櫨の岳排水路 30,500 土木部管理課 公共事業等

土木費 河川整備事業費 単独河川改良事業 小野川支流ほか１２か所 59,200 土木部管理課 公共事業等

土木費 水路整備事業費 水路整備事業 牧の地町地内ほか１５か所 78,000 土木部管理課 公共事業等

土木費 水路整備事業補助金 水路整備事業補助金 ７０％補助　 6,000 土木部管理課 公共事業等

土木費 都市下水路整備事業費 単独都市下水路事業 雨水渠変更に伴う調査設計業務（日野町地内水路） 6,000 土木部管理課 公共事業等

土木費 急傾斜地崩壊対策事業費 単独事業 測量、補修、危険地区指定業務など 11,820 土木部管理課 公共事業等

土木費 急傾斜地崩壊対策事業費 県営事業負担金 白岳（３）地区ほか７か所 36,050 土木部管理課 公共事業等

土木費 駐車場整備事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　駐車場整備事業 駐車場整備実態調査及びMR高架下自転車等駐車場整備（２６台） 4,346 住宅課 公共事業等

土木費 都市計画決定事業費 長期未着手都市計画道路見直し事業 事業未着手２０路線の将来交通量解析及び評価 3,892 住宅課 豊かなまちづくり

土木費 都市計画決定事業費 都市計画用途地域基礎調査 工業系用途地域における都市計画基礎調査 3,000 ○ 住宅課 豊かなまちづくり

土木費 特殊地下壕対策事業費 特殊地下壕対策事業 現状調査及び調査表作成（２３０か所） 7,000 ○ 住宅課 安全安心なくらし

土木費 公園再整備事業費 国庫補助事業 花高第二公園 34,000 住宅課 公共事業等

土木費 公園再整備事業費 公園整備単独事業 花高第二公園、日野公園施設解体（補助対象外経費）　 4,380 住宅課 公共事業等

土木費 公園再整備事業費 特定防衛施設周辺整備調整交付金事業 日野公園 19,000 住宅課 公共事業等

土木費 公園再整備事業費 公園便所整備事業 大潟公園、大岳台第三公園 17,000 住宅課 公共事業等

土木費 公園再整備事業費 地域活性化事業 東山公園、桜木公園、黒髪第二公園 68,000 住宅課 公共事業等

土木費 公園再整備事業費（県営事業負担金） 県営事業負担金 西海橋公園 7,500 住宅課 公共事業等

土木費 公園新設整備事業費 公園用地買戻し事業 土地開発公社からの用地買戻し（川下公園） 6,469 住宅課 公共事業等

土木費 公園新設整備事業費 親水ふれあい公園整備事業（合併特例債事業） 地形測量、実施設計、用地買収 18,000 ○ 住宅課 公共事業等

土木費 街路整備事業費 県営事業負担金 相浦棚方線（合併特例債事業）、平瀬町干尽町線(合併特例債事業）、神浦山手線 111,000 住宅課 公共事業等

港湾費 港湾漁業用施設整備事業費 特定防衛施設周辺整備調整交付金事業 相浦（浄土ケ浦）地区　防波堤　L＝７．７m（換算） 50,000 みなと整備課 公共事業等

港湾費 港湾漁業用施設整備事業費 各地区調査委託 港湾構造物２次点検業務（アセットマネジメント） 3,750 みなと整備課 公共事業等

港湾費 港湾施設維持補修事業費 各地区港湾施設維持補修 早岐地区ほか６か所 25,614 みなと整備課 公共事業等

港湾費 港湾施設維持補修事業費 港湾施設改良費統合補助事業 三浦地区浮桟橋改良（合併特例債事業）、相浦地区岸壁改良 83,000 みなと整備課 公共事業等

港湾費 港湾施設維持補修事業費 相浦桟橋補修事業 地質調査、測量設計業務 20,000 みなと整備課 公共事業等

港湾費 三浦地区再開発事業費 三浦地区臨海土地造成 電線類地中化負担金、ポケットパーク整備など 19,000 みなと整備課 公共事業等

※網掛けは、マニフェストに関連し新たに取り組む事業を表す。
※「新規」欄の○は新規、□は一部新規事業を表し、事業の中で新たなサービス提供や対象拡大など内容の充実を伴うものをいう。 4
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消防費 施設維持管理事業費 長崎県防災行政無線設置事業（合併特例債事業） 県防災行政無線機器設置負担金（消防局設置分） 9,699 ○ 消防局総務課 公共事業等

消防費 消防車両等管理事業費 自動車、機械整備事業 大型化学消防自動車、消防ポンプ自動車購入 88,502 消防局総務課 公共事業等

消防費 消防水利管理事業費 消防水利整備（防災まちづくり） 防火水槽新設　４か所 26,095 消防局総務課 公共事業等

消防費 救急救助業務高度化推進事業費 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置推進事業 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）購入　１６機 4,800 消防局総務課 安全安心なくらし

消防費 予防査察指導事業費 住宅防火推進事業 住宅用防災機器広報用パンフレット作成 200 消防局総務課 安全安心なくらし

消防費 消防団一般管理事業費 消防団員等公務災害補償等共済基金掛金 消防団員退職報償金掛金の増額分（２千円×1,606人） 3,212 消防局総務課 その他

消防費 消防団施設管理事業費 消防団詰所建設整備 第４３分団（小佐々町黒石）詰所移転新築 41,376 消防局総務課 公共事業等

消防費 消防団車両等管理事業費 特定防衛施設周辺整備調整交付金事業等 消防ポンプ自動車１台、小型動力ポンプ付積載車２台、小型動力ポンプ１台 23,681 消防局総務課 公共事業等

消防費 地域防災計画推進事業費 防災行政無線整備検討事業 防災行政無線整備に向けた基本調査 6,000 ○ 防災対策課 安全安心なくらし

消防費 地域防災計画推進事業費 長崎県防災行政無線設置事業（合併特例債事業） 県防災行政無線機器設置負担金（本庁設置分） 13,839 ○ 防災対策課 公共事業等

教育費 学校給食事業費 学校給食調査検討事業 佐世保市立学校給食検討委員会開催経費など 1,900 ○ 学校教育課 子育て・教育・福祉

教育費 小学校施設維持改修事業費 小学校施設維持改修事業 市内４６校（うち分校３） 140,000 教育委員会総務課 公共事業等

教育費 小学校施設整備事業費 小学校プール改築事業 小佐々小　２５５㎡（４コース、小プール５０㎡含む） 112,264 教育委員会総務課 公共事業等

教育費 小学校施設整備事業費 大規模改造事業 黒髪小　便所改修 37,655 教育委員会総務課 公共事業等

教育費 小学校施設整備事業費 小学校環境整備検討事業 基本構想資料作成 4,000 ○ 教育委員会総務課 子育て・教育・福祉

教育費 小学校施設整備事業費 小学校校舎建設事業（合併特例債事業） 世知原小　敷地造成、市道付け替えほか 120,000 教育委員会総務課 公共事業等

教育費 中学校施設維持改修事業費 中学校施設維持改修事業 市内２６校 100,000 教育委員会総務課 公共事業等

教育費 公立幼稚園施設維持改修事業費 幼稚園諸施設改修 市内７園 10,000 教育委員会総務課 公共事業等

教育費 文化財の調査・保護・活用事業費 特定防衛施設周辺整備調整交付金事業 黒島史跡探訪用公衆トイレ設置事業（用地購入、敷地整地、便所建設） 14,500 ○ 社会教育課 公共事業等

教育費 放課後子どもプラン推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　放課後子どもプラン運営事業　 運営委員会開催経費など 1,300 ○ 社会教育課 子育て・教育・福祉

教育費 地区公民館等建設事業費 防衛施設周辺社会教育施設整備事業 愛宕地区公民館（仮称）建設（鉄筋造３階建）　H19～20年度継続年期設定292,000千円 134,833 社会教育課 公共事業等

教育費 総合型地域スポーツクラブ支援事業費 総合型地域スポーツクラブ支援事業 日宇地区クラブハウス建設　鉄骨造 15,000 □ スポーツ振興課 公共事業等

※網掛けは、マニフェストに関連し新たに取り組む事業を表す。
※「新規」欄の○は新規、□は一部新規事業を表し、事業の中で新たなサービス提供や対象拡大など内容の充実を伴うものをいう。 5


